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村木克爾
序 て、遅れた行政の法整備と予期せぬプラスチックの持つ
地球環境の時代を向かえて、ドイツ循環経済法、日本 生体への影響評価である。行政の法整備は、容器包装リ
の容器包装リサイクル法、欧州の電気電子政策等に見ら
れるように、製造業者に対して製品の使用済み後の対策
を自ら構築する、ないし社会的に構築することが求めら
れる時代となった。 合成樹脂はもともと、石油生成段階
の副産物として、再利用されるころからスタートした歴
史を持つ。しかし、現在では合成樹脂のもつ特性（「強
い」「腐りにくい」等）により、様々な方面からその後
始末が問題とされてきている。
1 9 9 4 年度特別研究論文「生活の中のプラスチック
の文化史とその未来」において、素材としてのプラスチ
ックの文化史的調査研究は、プラスチックの存在意義を
現代の一般生活を通じて浮き彫りにすることで、素材と
してのプラスチックの文化的・社会的レベルでの問題定
義や次世代への指針の提示を行うことは、現代のゴミ問
題という時代を反映し、製造業、デザイン、消費者に至
るまで今後の社会生活の向上のための布石となり得え、
限り有る石油資源の有効利用の指針として、製造業やデ
ザイン界のみならず、消費者の意識定着の手助けになる
ものと考察した。
同じく 1 9 9 4 年日本デザイン学会研究発表「生活の
中のプラスチックに関する意識調査（岡山県在住の一般
消費者に対する意識調査から） The Result of Survey on 
the Impression of Plastics in Our Daily Life」では、プラ
スチック素材への代替によって、「ものj に対する価値
観が変化したことを指摘した。 特に注目されたのは天然
素材が持っている素材そのものの魅力がプラスチック製
品からは感じられなくなっていた点である。 また、造り
手と使い手相互の関係において、「もの」に対する「思
い入れ」、「愛着」、それらを含めた「価値観J が、プラ
スチック製品の普及によって、軽視され、プラスチック
製品の「便利さJ が人とモノとの情緒的な関係を薄らし
めた要因とし、アンケートの結果から、予想に反するこ
となく、人とものとの関係において、「便利さ」が求め
られる一方、情緒的側面がそこから遊離している現状を
指摘し、これからのモノの在り方、延いては生活の在り
方を考える上で、今後、プラスチック素材の活用方法を
再検討すべきではないかと結論づけた。
しかしその後、世論はプラスチックに対して急変し始
める 。 要因は、以前より予想をしていたゴミ問題に関し
* MURAK.I Katsuji 工芸デザイン学科
サイクル法において、 1 9 9 7 年 4 月より合成樹脂容器
の l つであるPETボトルの施行が始ったが、自治体によ
るPETボトルの分別収集は計画通りに進まず、びんや缶
等の他素材に比べて合成樹脂の再生利用整備の遅れが明
らかになった。 しかし、それ以上に敏感にならざるを得
なくなったのは、夕、イオキシン問題や環境ホルモンを含
む一部合成樹脂について、生体への影響評価が緊急課題
となったことである 。
本研究は、こうした合成樹脂をめぐる状況に鑑み、本来
の特性を生かし、合成樹脂の再生利用、あるいは環境対
応型の合成樹脂製品をどのように推し進めていくかを技
術的側面、経済的側面、社会システム的側面等から検討
することを目的とした。 まずはじめに、合成樹脂の生産
や消費等の概況、合成樹脂をめぐる現状の課題について
見ていき、合成樹脂をめぐる諸状況を再確認しておく 。
第 1 章、合成樹脂の種類と特徴
( 1 ） 合成樹脂の原材料の生産量推移
合成樹脂原材料全体の生産量は、 1 9 9 4 年以降増加傾
向にある 。 熱可塑性樹脂 （ポリエチレン、塩化ピニル、
ポリプロピレン等） は、樹脂全体の生産量と同様、増加
傾向にあるのに対 し、熱硬化性樹脂 （ユリア樹脂、フ ェ
ノール樹脂等） は、ほぼ横ばいである。
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図 ： l 合成樹脂原材料の生産量推移（出典:1) 
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がほとんどだが、合成皮革は減少する傾向にある。アメリカの合成樹脂生産量は、他国に比べて最も多く、
一定して増加傾向にあるが、ドイツ、フランスにおいて
はやや停滞傾向になっている 。
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図： 2 主要国における合成樹脂原材料の生産量推移（出典：1)
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合成樹脂の品目別生産量推移 （出典 ： 2 )
アメリカの囲内消費量が他国に比べて突出しているが、
l 人当たり消費量についてはドイツと同程度になってい
る 。 日本の圏内消費量は、ドイツよりもやや多いが、 l
人当たり消費量はフランス、オーストラリアとドイツの
ほぼ中間的な値となっている。
関 4
( 2 ）合成樹脂の用途
合成樹脂の用途は、フィルム、容器が最も多く、全体の
4 割以上を占める。 また機械器具部品やパイプが全体の
1 割と 、これに次いで多 くな っ ている 。 合成樹脂の品目
別割合の推移は、この 1 0 年間で大きな変化はない。 フ
ィルム、シートや容器の割合は増加傾向にあるが、合成
皮革や板、 発泡製品、強化製品の割合はやや減少傾向に
ある 。
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主要国における合成樹脂消費量（ 1 9 9 5 年）（出典 1 ) 
園内消費量は、＇87～ ＇9 1 までは増加していたが、’92年に
減少し、’94年以降再び増加に転じている。1人当たり
消費量は、国内消費量にほぼ対応して変動している 。
図 ： 5
合成樹脂の生産量に占める品 目別割合（出典： 2 )
フィルム、シートの生産量は、 全体的に増加傾向にあっ
たが、＇94年以降、急速に伸びている。 パイプと容器の
生産量は、全体的にゆるやかな増加を示している。 他の
品目については、ここ 2 ～ 3 年では増加傾向にあるもの
図 3
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図 ： 6 合成樹脂の国内消費量推移（出典：1) 
日本では、 電気、 電子、輸送、 家庭用品等の部門での合
成樹脂の使用比率が、他国に比べて多く、建築部門での
使用比率が、アメリカ、ドイツ、オース ト ラ リ ア等に比
べて少ない。
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図 7 主要国の合成樹脂材料の需要部門別消費比率（ 1 9 9 5 年）
（出典 1 ) 
合成樹脂材料の需要部門別消費比率は、 ’91 ～ ＇95年の 5
年間では大きな変化はない。 包装、 家具家庭用品他の部
門の消費比率は、増加する傾向にあ り、電気、電子部門
の消費比率は、 やや減少する傾向にある。
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一図 8 合成樹脂材料の需要部門別消費比率の推移（出典：1)
第 2 章、合成樹脂の排出量
(1 ） 廃プラスチックの発生源
各プラスチック製品は、家庭や事業所等で使用された後、
廃棄され、以下のような分類に基づき処理さえている 。
（出典 ： 「絵解き 廃棄物の焼却技術」)
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( 2 ） 合成樹脂の排出量推移 第 3 章、都市ごみ組成中の合成樹脂
廃プラスチックの排出量は、生産量の増加にほぼ対応す 全国 6都市の家庭ごみ組成調査による比率をみると、湿
る形で、＇86 ～＇95年の 1 0 年間で増加し続け、 ’95年の廃 重量比率では厨芥類と紙で大部分が占められ、プラスチ
出量は＇86年のおよそ 2 倍となっている 。 ＇ 94年以降、そ ックは約 l 割となっているが、容積基準ではプラスチツ
の排出割合は産業廃棄物と同程度になっているが、一般 クは約 4 割を占めている。
廃棄物のでの廃プラスチックの排出量がおおくなってい
る。
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図 9 合成樹脂材料の生産量と排出量の推移 （出典： 3 )
( 3 ） 廃プラスチックの分野別排出比率
排出される廃プラスチックの9割が使用済み製品で、1
割が生産加工ロスとなっており、使用済み製品の中では、
容器包装が最も大きな割合を占めている。
その他
図. 1 0 廃プラスチックの分野別排出比率（ 1 9 9 5 年）
（出典 ： 3 )
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都市ごみ
組成比率
図： 11 都市ごみ組成比率（湿重量基準） (1995 年）（出典 10) 
ガラス
都市ごみ
組成比率
図. 3, 1 2 都市ごみ組成比率（容積基準） ( 1 9 9 5 年）
（出典： 10)
第 4 章、合成樹脂のリサイクル
(1 ） 合成樹脂製品の再資源化状況
廃プラスチック製品の総排出量の約 5 割が焼却処理さ
れ、約 4 割が埋め立て、残りの約 l 割が固形燃料化や再
生利用に使われている υ 焼却処理のうち ごみ発電分を含
めると、廃プラスチック製品の 25 %が有効利用さえて
いる こと になる 。
み電ご発
88 4万t \336万t \ 449万t \327万t
50.8%¥ 37.0% 
表 ： l 合成樹脂製品の再資源化状況 (1 9 9 5年）（出典：4)
( 2 ）他素材との再資源化状況の比較
廃プラスチックの資源化技術は、マテリアルリサイクル、
ケミカルリサイクル、サーマルリサイクルの大きく 3 つ
に分けられ、以下のような技術が開発されている。
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表 ： 2 廃プラスチックの資源化技術（出典：1 2) 
合成樹脂と鉄、紙等の他素材の再資源化状況について、
いくつかの指標を用いて比較してみた。合成樹脂につい
ては、 産廃最終処分量は紙、 ガラスに比べて少ないが、
再資源化に関する指標は、全て他の素材に比べて小さく、
生産における一次資源投資量も他素材に比べて大きいこ
とから、合成樹脂の再資源化については、他素材に比べ
てかなり遅れているといえる。また、 容器包装について
みても PETボトルの再資源化率は、スチール、アルミ缶、
ガラスびんに比べてかなり低い。
表 ： 3 各種素材における物質循環基礎指標（ 1 9 9 4 年）
（出典 ： 5 )
1 .68 0.04 0.64 0.37 0.65 0.68 
0.88 0.04 0.65 0.77 0.24 0.19 
0.63 0.24 0.54 0.53 0.08 0.12 
ガラス 0.76 0.18 0.34 
各指標の説明
見方
の
応
負
の
少
表 ： 4 各容器包装の再資源化状況 (1 9 9 5年）（出典 6 、 7 、
8 、 9)
スチール缶
アルミ缶
ガラスぴん
PETボトル
生一 （単位千t)
1048 73.75% 
17381 65.66% 
13691 61.31% 
2.5 1.76% 
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第 5 章、 合成樹脂をめぐる現状の課題
5. 1 合成樹脂の処理に関する問題
・収集、運搬時の問題
・ かさばる（都市ごみ中、容積基準では約 4 割がプラス
チック）
－ 滅容しにくい（砕かないと滅容しないが、丈夫で砕き
にくい）
・軽くて、風で散乱しやすい
．焼却時の問題
・有害ガスの発生 （塩化水素、シアンガス等）
・不完全燃焼で黒煙、ススが発生しやすい
・クリンカーが発生し、焼却炉を傷める
・ 炉内で溶融するため、 燃焼しにくい
・ダイオキシンの発生
－ 可塑剤や顔料中に重金属が含まれると 、 ダスト処理が
困難
・ 埋立時の問題
． 分解されない
・軽くて、沈下安定しない
・ 安定剤、可塑剤等が長期間、排水中に溶出
．火がつくと地中で燃焼
・霜柱によりフィルム状のものが地表面に出てくる
． 再生利用における問題
・ワンウェイで普及（回収経路 ・再生技術等が未確立）
・多種類（分別困難）
・複合素材が多い
熱により、劣化しやすい
－加熱により、塩酸、シアンが発生するものがある
5. 2 合成樹脂の処理をめぐる現状
(1 ）合成樹脂の処理に関する容器包装リサイクル法の
位置づけ
［法律上の位置づけ1
ｷ PETボトル （飲料又は醤油用） …平成 9 年 4 月～マ
テリアルリサイクル
・その他のプラスチック
イヒ
［基本方針］
…平成 1 2 年 4 月～油
合成樹脂の再商品化促進のための方策についての基本方
針としては、以下のような点が挙げれている。
ｷ PETボトルの再商品化 （ペ レット、フレーク化）のた
めの施設整備
－その他のプラスチックのプラ容器の再商品化（油化）
のための施設整備
［再商品化計画］
法律施行により、再商品化されるPETボトルの量の見込
みは、平成 9 年度から平成 1 3 年度までl 7,500t とな っ
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ている 。
［平成 9 年度から法律の適用を受けた事業者］ （ペットボ
トル）
－醤油又は飲料をペットボトルに入れて販売している中
身メーカー
・ペットボ、トルを使用した醤油又は飲料を輸入している
事業者
－自らは製造又は輸入を行っていないがペットボ ト ル商
品等として、これらの製造又は輸入を委託している事業
者
( 2 ）容器包装リサイクル法の施行現状
[PETボトルの分別収集状況］
平成 9 年度からPETの分別収集実施 ： 7 1 6 市町村：法
施行の 4. 3 倍、計画策定市町村の 25%
3 1 3 市町村 （ 4 4 % ） リサイクル協会に委託、 4 0 3 
市町村 （5 6 %）独自ルート、自家処理
全国 1 4 0 ヶ所の処理工場にて回収PETをフレーク、ペ
レットに加工 （原材料） 4 6 %流通資源、 2 5 %PET用
原料、 1 5%繊維利用
［容器包装リサイクル協会の現状］
リサイクル協会 （平成 9 年 8 月 1 5 日現在）
特定事業者 4 6 4 社登録・ （ガラス 4 6 2 /PET 3 1 
3 ） 、自治体 6 0 7 市町村契約 （ガラス 4 6 2 /PET3 
1 3 ） 、再処理・再商品化業者 6 8 社選定 （ガラス 3
9 /PETZ 9) 
PETボトルの再商品化後の利用事業者の用途 ：各種繊維
製品、工業用品、生活関連用品、シート等、土木資材、
上下水道施設用製品、ボトル等、多岐にわたる。
平成 9 年度再商品化費用負担
・費用負担割合：PET事業者89%自治体1 1 % 
・委託料金＝運搬経費＋再処理費ー原料販売利益＋協会
運営費＋消費税 5%
［その他プラ容器対応の進歩現状］
「フ。ラスチック容器包装再商品化システム構築検討チー
ムJ 平成 8 年 8 月 ～
・関連2 4 業界団体、関連4 省 （通算、 厚生、農水、国
税、リサイクル協会）による検討会
・事業者の対応方法、再商品化技術等の検討
( 3 ）容器リサイクルj去の現状の課題 （プラスチックの
処理について）
－計画通り進まないPETボトルのリサイクル
・分別収集実施の遅れ
収集見込量l,765t／月＞収集量806t／月（平成 9 年 4 月 ）
・分別収集未実施市町村が多い←費用負担大／財政圧迫
PETの分別収集を実施するのは全国 3 3 0 0 自治体の 2
2% 
ｷ PETの再処理工場では、低稼働率により赤字従業員
の削減等による合理化実施
置再商品化の遅れ
再商品化率は収集量の約 4 割 収集量 8 0 6 t 再商品化
3 5 3 t ( 4 3. 8 %) （平成 9 年 4 月）
・コスト負担大による自治体の不満→事業者への負担拡
大の動き
．東京都：消費者→店頭回収→都が回収→処理業者参
加店 1250 ( 5 月 ） → 5000 (lo 月 ）
都民 ： 分別の徹底と回収への協力
販売事業者：回収ボックスの設置と管理、回収された
PETの保管を含む分別回収
行政：店舗等の回収拠点から中間処理施設までのPETの
暫定的運搬
製造事業者：中間処理施設でPETの洗浄、圧縮、梱包処
理し、再商品化
・大阪市：当面 3 年間のモデル事業と して実施
行政：消費者→分別収集～中間処理 （大阪市）→再商品
化 （事業者）平成 9 年 1 0 月 ～
事業者：消費者→店頭回収→再商品化平成 9 年 6 月～
参加 3 3 店舗
・大都市への波紋
・千葉市： PETボトルの店頭回収実施（店頭からの回
収・保管は市）
・横浜市：分別収集断念、PETを再利用促進物に指定し、
事業者回収を進める
・仙台市： 「大阪方式」実施に向け、業界団体と協議中
清掃事業者協議会（ 1 3 都市： 1 2 政令市＋東京都で構
成）が厚生省等に法律見直しの要望書提出
・その他プラ容器への対応の遅れ
・その他プラスチックの施行により、対象事業者数、再
商品化数量の大幅増が予想
その他プラスチック：分別収集率 30%想定→約 1 0 0 
万 t 以上（ PETの 5 0 倍以上）
・大幅増が予想さえるにも関らず、検討が始まったばか
りで国の具体的な方策が見えてこないため、対応を決め
られない自治イ本がほとんど
( 4 ） ダイオキシン問題の顕在化
・「ダイオキシン発生防止に関するガイ ドラインJ 6 年
ぶりに改正（厚生省）
－排ガス中のダイオキシン濃度が80ng-TEQ/N ·を越え
る施設は緊急対策が必要
新設の焼却炉は0.lng-TEQ/N · 以下とする 等
・全国市町村のごみ焼却施設調査の結果発表（厚生省）
80ngTEQ/N ·を越える施設は 1 0 5 施設（ 7 施設休止、
3 施設廃止）／ 1496 施設
■ダイオキシン類の抑制基準を提言→大気汚染防止法施
行令一部改正予定（環境庁中央環境審議会大気部会）
ダイオキシン問題の顕著化
・多数の自治体でごみ焼却中止、停止
・家庭ごみの廃プラスチックの分別収集→産廃業者に委
託等が各地で発生
・ 埼玉県所沢市で「ダイオキシン類規制条例j 制定
塩化ピニル系を中心としたプラスチックの使用の障害
焼却以外の処理方法の模索
第 6 章、政策進展に伴うニーズ変化の予測
容器包装リサイクル法施行に伴う変化
・素材ごとのリサイクルの枠組み→異素材複合＊ 1 の容
器包装の減少
・紙とプラ、金属とPET等の容器の減少
・リサイクル推進の方向性→分別しやすい容器包装
・異素材複合の容器包装の減少
・容器への素材表示の必要性
→ リサイクルしやすい容器包装
・リサイクル容易な素材による容器→容器の素材転換？
．リサイクル容易な色の容器（単色、無色等）
・環境対応型容器包装の普及（再生素材の容器等）
・事業者への再商品化費用負担→（負の軽減）→容器包
装の減量化
・詰め替え容器の普及・過剰包装の抑制・容器の滅容
化、 薄肉化－緩衝材の削減
リサイクル容易な容器への転換？
・リサイクル容易な素材の容器へ転換？
派生的な動き
・分別収集の促進による自治体の財政圧迫→事業者負担
拡大の要請
PETの店頭回収の動き
・事業系ー廃の有料化→事業者の容器包装廃棄物削減
．ワンウェイ輸送容器のリユース化・メーカーへの引き
取り請求→酒びんのリターナプル化
家庭系の有料化→消費者の商品選択に減量化の視点
減量化 ：過剰包装の拒否、容器の削減（i成容化等）
リサイクル容易：分別容易な容器 （材質表示） 、保管容
易な容器（減容可能）
ダイオキシン規制に伴う変化
・発生源の抑制→塩化ピニルの使用削減→他素材への変
換（他樹脂、素材への転換）
・発生抑制→廃プラの分別処理の必要件→分別容易な製
品の普及（素材の材料表示の必要性、複合材料＊ 2 の減
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少）
* 1, * 2 ： 紙とプラスチック、金属とプラスチックの
ように、異なる素材による複合材料のもの似ついては、
「異素材の複合」とし、異なる合成樹脂による複合材量
のものについては、「複合材料」として区別している。
結
以上のような政策進展に伴いプラスチック容器について
は、今後、様々なニーズ変化が起きてくると予想される。
但し、プラスチック容器のニーズは、平成 1 2 年から施
行する「その他のプラ」の再商品化の枠組み荷よって、
大きく左右されるであろう。最後に、プラスチック容器
包装のニーズ変化として予測されるものを挙げるととも
に、ニーズ変化に応じた今後のプラッスチック容器の戦
略ポイントとして、以下の 4 点を挙げておく。
1，異素材との複合や複合材料の容器包装の減少
２，環境対応型容器包装の普及により、再生樹脂の用
途・活用拡大の可能性
3 ，再生樹脂の需要拡大としてのワンウェイ輸送包装の
リユースイヒ
4 ，再生樹脂の利用促進（利用促進をインプットした仕
組み）
プラスチック容器包装のニーズ変化の予測
リサイクルの
その他しやすさ
共通
• 
. 
I 
＊プラスチックの再生利用の促進に関する基礎研究Ⅰ 村木 克爾
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容器包装の定義
・販売包装 ： 容器及び商品を包装するもので、最終消費
者が持ち運びのために、あるいは商品を消費するか、 使
用する直前まで包んでいる包装を言う。
・販売促進包装：セルフサービス方式を口j能にするため
や宣伝等の理由から販売包装された商品を再度包装する
もののこと。
・輸送包装 ：輸送中に商品を保護し、商品の落下、横転
による人的、物的損害の発生防止等の目的で、生産者か
ら流通業者までの区間に使用する包装材を言う。
統計資料等の出典
1）合成樹脂の生産量、消費量等→日本プラスチック了業
連盟工業統計
2）合成樹脂の品目別生産量推移→通産大臣官房調査統計
部プラスチック製品統計月報
3）合成樹脂の排出量、分野別廃出量比較→（社）プラス
チック処理促進協会
4）合成樹脂の再資源化状況→（社）プラスチック処理促
進協会
5）各素材における物質循環基準指標→ （株）佐野環境都
市計画事務所
6）スチール缶の再資源化状況→空き缶処理対策協会
7）アルミ缶の再資源化状況→アルミ缶リサイクル協会
8）ガラス瓶の再資源化状況→日本ガラス瓶協会
9)PRTボ トルの回収状況→PRTボトル協議会
10）都市ごみ組成比率→厚生省生活衛生局水道環境部
「容器包装の再使用 ・ 使用合理化の促進に関する調査報
告書」
11）廃プラスチックの発生源→「絵解き廃棄物の焼却技
術j 志垣政信編著 オーム社
12）廃プラスチックの資源化技術→「産業と環境J 1996 
年12月号
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